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日本のエネルギー政策（2030年目標）



陸上風力の導入ポテンシャル

導入ポテンシャルは2億8456万kW、6859億kWh
うち北海道が半分以上。

環境省の令和元年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報等の整備・公開等に関する委託業務報告書より



洋上風力の導入ポテンシャル

洋上風力の導入ポテンシャルは11億2,022万kW、3兆2,956億kWh
環境省の令和元年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報等の整備・公開等に関する委託業務報告書より



これで年間420億kWhくらい。



再生可能エネルギーの導入ポテンシャル

太陽光発電
27億4,595万kW
3兆2,216億kWh

風力発電
14億478万kW
3兆9,815億kWh

日本の電力需要
（2018年概要）
1兆1706億kWh

7倍ある

自家発電含む（未確定数値）

太陽光発電
4億622万kW
5,041億kWh

風力発電
6億2,884万kW
２兆123億kWh

導入可能量
10億3,506万kW
2兆5,164億kWh

日本の再生可能エネルギー
導入ポテンシャル
太陽光と風力以外に
中小水力(890万kW、536億kWh）
地熱（1508万kW、1048.2億kWh）
がある。

環境省の令和元年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報等の整備・公開等に関する委託業務報告書をもとに筆者作成

こんなには
要らない！

風力発電
9000万kW
2600億kWh

太陽光発電
2億kW
2100億kWh

必要な導入量
2.9億kW
5,700億kWh

この程度
で賄える



グリーンピープルズパワー
「GPP」のコンセプト

大手電力によ
る原発や化石
燃料の電気
を、巨大な送
電線で送る電
気

地域資源の小
さな市民発電
所の電気を、
市民の手で届
ける電気

変える！



GPPが大切にする言葉
市民の手で：大きな大企業や政府ではなく市民が主体。
小さな：従って大きくない。一つ一つは小さい。
地域：会社は東京の新宿にあるが・・、地域のニーズに寄り

添い、地域の人々のメリットを考える。
再エネ：放射能も地球温暖化物質も出さない。
再エネなら何でも良くない：環境破壊する再エネ電気は供給

しない。発電所を厳選する力と意思。
仕組み（暴く・つくる）：物事には理由がある。制度、ルー

ル、法律・・など。それを見つけ変える。場合によっ
ては裏をかく。

正直：なんでも公開する。
社会を変える：会社の目的は利益じゃない。



再エネなら何でもいいわけじゃない
巨大メガソーラー、巨大ウィンドファーム 、

大規模ダム水力、輸入バイオマスの電気は供給しません！

超メガソーラーより
ソラーシェアリング

大規模
ウィンドファーム
より市民風車

巨大ダムより小水力発電

マレーシアのプランテーション開発のため
焼き払われた森林（FoEジャパン提供）

バイオマスについては輸入材ではなく、
国内資源を地域で使う地域一体型

G

誰が作っ
ているか
が大事！



超メガソーラーがないと、
太陽光は足りないのか

実は地域に資源がある！

環境省の導
入可能量
4億kW

2018年段階のFIT
認定0.7億kW

必要な
2億kW

不足

環境破壊型メガ
ソーラーなどが多
く含まれる。

すでに稼働中の0.5億kW

荒廃農地の面積だけで、
1200㎡（0.12ha）あたり50kWとして約117GW（1.17億
kW）のソーラーシェアリング が可能。
日本の最大電力は、最大でも1.８億kW 程度で、荒廃農地の
ソーラーシェアリングで、ピーク電力の65％をカバーできます。
さらに、400万haの耕地面積のがソーラーシェアリング にな
れば、16.５億kWで１兆6500億kWhの発電が可能で、その半
分で8200億kWh、4分の１でも4100億kWhの電気が作れます。
農地太陽光だけで日本の電気を賄えます。山や森を破壊するメ
ガソーラーは要りません。

不足する
1.5億kW

農
地
ソ
ー
ラ
ー（
１
／
４
）

4億kW



ソーラーシェアリング発電所
イージーパワーの匝瑳発電所（４９.５kW）



GPPが提案する地域オフグリッド



GPPは市民による地産地消
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